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I.    主なポイント 

 強制労働のリスクは解消されたわけではなく、再配分されているに過ぎない。米国が「ウイ

グル人強制労働防止法（UFLPA）」を施行し、欧州連合（EU）が「強制労働規制」の適用

準備を進める中、高リスク商品は、同等の輸入規制がない市場へと流れ込む可能性がある。 

 オーストラリアや日本などの中規模経済国は、依然としてリスクにさらされている。2024
年、オーストラリアは中国から約 48 億 2000 万ドル相当（約 7,771 億円）の高リスク商品を

輸入し、日本は約 67 億 1000 万ドル相当（約 1 兆 820 億円）を輸入した。 
 リスクは戦略的部門に集中している。綿製アパレルや繊維製品、太陽光発電用資材、アルミ

ニウム、化学製品は、ウイグル人の強制労働リスクが消費者および産業のサプライチェーン

に流入する主要な経路であり続けている。 
 透明性は執行ではない。オーストラリアの「現代奴隷法」や日本の人権サプライチェーンガ

イドラインは、情報開示とデューディリジェンスを促進しているが、いずれも国境で高リス

ク商品を阻止するものではない。 
 中規模経済国には、強制力のある手段が必要だ。オーストラリアと日本は、強制労働製品の

輸入禁止、輸入業者のトレーサビリティ要件、税関の執行権限、および人権デューディリジ

ェンスの義務化を導入すべきである。



 
 

II.   強制労働のリスクは、法執行が不十分な市場へとシフトしつつある 

米国や欧州連合（EU）が強制労働によって製造された製品に対する規制を強化する中、中規模経済

国は増大するリスクに直面している。すなわち、高リスクの輸入品が、法執行が不十分な市場へと

迂回される可能性がある。本報告書は、中国のサプライチェーンに深く組み込まれているものの、

強制労働製品の輸入禁止措置を講じていない二大経済国、オーストラリアと日本におけるこのリス

クを検証する。 

2024 年の国連（UN）コムトレードデータ、部門別リスクマッピング、および批判的言説分析

（CDA）による政策比較分析を用いて、本報告書は、オーストラリアと日本が、ウイグル人の強制

労働のリスクに関連する部門から、依然として数十億米ドル相当の商品を輸入し続けていることを

明らかにした。 オーストラリアは中国から約 48 億 2000 万ドル相当（約 7,771 億円）の高リスク商

品を輸入しており、これは中国からの総輸入額の 6.36％に相当する。日本は約 67 億 1000 万ドル相

当（約 1 兆 820 億円）を輸入しており、これは 4.01％に相当する。今回明らかになったのは、綿製

アパレル・繊維製品、太陽光発電用資材、アルミニウム、化学製品に集中している。 

これらの数値は、これらのカテゴリーに属するすべての商品が強制労働によって製造されたことを

示すものではない。これらは、強制労働のリスクが十分に立証され、且つ、独立した検証が困難な

分野への関与を示しているに過ぎない。 東トルキスタン（ウイグル地域としても知られる）は、依

然として中国の綿、繊維、太陽光発電、および産業のサプライチェーンにおいて中心的な位置を占

めているが、国家による労働者移送プログラム、監視、および独立した調査に対する制限が、従来

の監査モデルを損なっている。1 国連人権高等弁務官事務所（OHCHR）は、恣意的な拘禁、強制労

働プログラム、および独立した評価に対する制限等のパターンを含め、ウイグル地域における深刻

な人権上の懸念を記録している。2 

オーストラリアと日本は、国連ビジネスと人権に関する指導原則（UNGPs）、経済協力開発機構

（OECD）ガイドライン、国際労働機関（ILO）の強制労働条約など、国際的なビジネスと人権に

関する基準に正式に準拠している。しかし、両国の国内制度は主に情報開示、指針、および企業の

自主的なデューディリジェンスに依存している。 ILO の 2014 年「強制労働条約の議定書」は、強

制労働による被害を特定・保護・是正するための効果的な措置を求めており、OECD ガイドライン

はリスクに基づく企業のデューディリジェンスを求めている。しかし、現在、オーストラリアも日

本も、高リスク商品が強制労働と無関係であることを企業が証明することを、市場参入の条件とし

て求めていない。 

その結果、執行上の空白が生じている。「ウイグル強制労働防止法（UFLPA）」は、商品が強制労働

と関連していないことを証明する責任を輸入業者に課すことで、市場アクセス制限がいかに企業の

インセンティブを変えるかを示している。しかし、一方的な執行だけでは不十分である。中規模経

 
1 Laura T. Murphy and Charlotte Tate, “Assessing the Impact of the Uyghur Forced Labor Prevention Act after Three Years.” Center 
for Strategic and International Studies, 2025, https://www.csis.org/analysis/assessing-impact-uyghur-forced-labor- prevention-act-
after-three-years.  
2 OHCHR, “OHCHR Assessment of Human Rights Concerns in the Xinjiang Uyghur Autonomous Region, People’s Republic of 
China,”    
August 31, 2022, https://www.ohchr.org/en/documents/country-reports/ohchr-assessment-human-rights-concerns-xinjiang-
uyghur-autonomous-region. 
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済国による同等の措置がなければ、ある市場から排除された高リスク商品は、他の市場を通じて流

通し続けることになる。 

オーストラリアと日本は、強制労働製品の輸入禁止、輸入業者のトレーサビリティ要件、税関当局

の権限強化、および人権デューディリジェンスの義務化を導入することで、このギャップを埋める

べきだ。国際基準は重要だが、それらが執行可能な国内法に反映されて初めて効果を発揮する。 

 

III.   中規模経済国と強制労働の執行格差 

中規模経済国は、中国のサプライチェーンにおける強制労働のリスクにますますさらされている。 

米国や欧州連合（EU）といった主要市場が強制労働に関する法律や輸入規制措置を強化するにつれ、

東トルキスタンで行われている国家による強制労働と関係する製品は、執行体制が脆弱で、調査能

力が限られ、強制労働製品の輸入禁止措置がない管轄区域へと流用される可能性がある。これによ

り管理・監視のギャップが生じる。つまり、企業は形式的な開示やデューディリジェンスの要件を

満たしながら、高リスク分野からの調達を継続できてしまうのだ。 

このリスクへの対処が特に困難なのは、ウイグル地域における強制労働が、より広範な国家による

統制システムに組み込まれているためだ。2017 年以降、100 万人以上のウイグル人やその他のテュ

ルク系イスラム教徒が、再教育施設、収容施設、刑務所に恣意的に拘束されている3 。  このシステ

ムは、政府主導の労働力移動プログラムと並行して機能しており、実質的な同意が得られない状況

下で、人々を工業・農業生産へと送り込んでいる4  。労働者は、労働条件について率直に発言した

り、国が手配した仕事を拒否したり、第三者による監査に誠実に参加したりすることで、常時監視

を受け、報復のリスクにさらされている。一方、独立した調査員は、現場への立ち入り、聞き取り

調査、事実確認において厳しい制限に直面している。  

こうした状況は、従来のサプライチェーン監査の根底にある前提を揺るがしている。第三者による

デューディリジェンスは、自主的な情報開示、信頼性の高い労働者への聞き取り調査、そして独立

した現地調査に依存している。ウイグル地域では、監視、拘禁と結びついた雇用、国家主導の労働

力移動により、こうした手段は信頼性を欠くものとなっている5 。 労働者が自由に発言できず、調

査員が独立して活動できない状況下において、透明性を基盤とするコンプライアンスモデルでは、

商品が強制労働に関与していないかどうかを確実に判断することはできない。  

オーストラリアでは、こうした状況に対する監視の目がますます厳しくなっている。2025 年、オー

ストラリア・ウイグル・タングリタグ女性協会（AUTWA）は、消費者保護法に基づき、Kmart 

 
3 Lindsay Maizland, “China’s Repression of Uyghurs in Xinjiang,” Council on Foreign Relations, October 3, 2025, 
https://www.cfr.org/backgrounders/china-xinjiang-uyghurs-muslims-repression-genocide-human-rights; Human Rights Watch, 
“‘Eradicating Ideological Viruses’: China’s Campaign of Repression Against Xinjiang’s Muslims,” September 9, 2018, 
https://www.hrw.org/report/2018/09/10/eradicating-ideological-viruses/chinas-campaign-repression-against-xinjiangs. 
4 Adrian Zenz, “Coercive Labor and Forced Displacement in Xinjiang’s Cross-Regional Labor Transfers: A Process-Oriented 
Evaluation,” The Jamestown Foundation, March 2021, https://jamestown.org/wp-content/uploads/2022/08/Coercive-Labor-and-
Forced-Displacement- 
in-Xinjiangs-Cross-Regional-Labor-Transfers-A-Process-Oriented-Evaluation_Updated-December-2021___.pdf.。 
5OHCHR “Assessment of Human Rights Concerns”; Nikos Tsafos, “Addressing Forced Labor Concerns in Polysilicon Produced in 
Xinjiang,” Center for Strategic and International Studies, June 7, 2021, https://www.csis.org/analysis/addressing-forced-labor-
concerns-   polysilicon-produced-xinjiang. 
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Australia を相手取り、サプライチェーン情報の開示を求める訴訟を起こした。同団体は、Kmart
が強制労働のリスクへの曝露について消費者を誤解させた可能性があると主張している6 。 この訴

訟は、オーストラリアの「 現代奴隷法」における根本的な弱点を浮き彫りにしている。同法は情報

開示を義務付けているものの、強制労働に関連する商品がオーストラリア市場に流入するのを阻止

するための直接的な メカニズムを規定していない。 

 

キャプション：左から：モーリス・ブラックバーン法律事務所の主任弁護士、ジェニファー・カニス； オーストラ

リア・ウイグル・タングリタグ女性協会（AUTWA）会長のラミラ・チャニシェフ；人権法センターのアソシエイト

法務ディレクター、フレイヤ・ディンショー；同センターの法務ディレクター、ケレン・アダムス。AUTWA が、

Kmart の衣料品サプライチェーンにおけるウイグル人強制労働のリスクの可能性に関する文書開示を求めて提訴し

た裁判の法廷外にて。写真提供：ラミラ・チャニシェフ。 

 

日本も同様の課題に直面している。日本は、国家によるウイグル人の強制労働と関連する分野を含

め、中国の製造ネットワークに深く組み込まれたままである。このリスクは特に繊維製品や太陽光

発電用資材に集中しており、これらの分野におけるウイグル地域との生産上のつながりは広く記録

されている7  。市民団体は、ウイグル地域に関連する分野でリスクが記録されているにもかかわら

ず、日本の法的拘束力のない人権デューディリジェンス指針が法的に執行可能な義務を定めていな

いとして、批判を強めている 8。 

本報告書は、こうした執行上のギャップが、オーストラリアと日本における輸入リスクにどのよう

な影響を与えているかを検証する。2024 年の国連 Comtrade データ、部門別のリスクマッピング、

 
6 Freya Dinshaw, “Legal Action Filed Against Kmart,” Human Rights Law Center, August 5, 2025, 
https://www.hrlc.org.au/updates/legal-action-filed-against-kmart. 
7 Murphy and Tate, “Assessing the Impact.” 
8 Teppei Kasai, “Japan Should Adopt Regulation to Counter Uyghur Forced Labor,” Human Rights Watch, February 27, 2026, 
https://www.hrw.org/news/2026/02/27/japan-should-adopt-regulation-to-counter-uyghur-forced-labor. 
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および政策比較分析を用いて、国境レベルでの強制労働規制がない状況下で、中国からの高リスク

商品が中規模経済国に流入し続けている実態を評価する。 

 

IV.   中国からオーストラリアおよび日本への高リスク輸入品 

ウイグル人権プロジェクト（UHRP）による2024年の国連コムトレードデータの新たな分析による

と、日本とオーストラリアは、ウイグル人の強制労働リスクに関連がある部門の商品を相当量輸入

している。この分析は、これらのカテゴリーに属するすべての商品が強制労働によって製造された

と主張するものではなく、調和制度（Harmonized System, HS）カテゴリーごとに中国からの輸入

を集計することで、リスク露出度を推定している。 HS コードは、国際貿易データにおいて商品を

分類するために使用される標準化された製品コードであり、これにより研究者は国をまたいだ部門

別の輸出入を追跡することができる。本報告書では、綿製アパレル・繊維製品、苛性ソーダ、ポリ

シリコン関連の太陽電池製品、アルミニウムなど、リスクの高いカテゴリーを特定している9 。 こ

れらの部門は、ウイグル地域において国家が課す労働力移動プログラム、国家とつながりのある企

業、および強制労働システムとの関連性が、文書によって裏付けられている10。 

2024年、オーストラリアは強制労働のリスクが高いとみなされる商品を 48億 2000万ドル輸入して

おり、これは中国からの総輸入額の 6.36％を占める。日本は 67 億 1000 万ドルを輸入しており、中

国からの総輸入額の 4.01％に相当する。日本の総輸入量ははるかに多いものの、総貿易額に占める

割合で測定すると、オーストラリアの方が相対的なリスク露出度が高い（図 1 参照）。  

このリスク露出は少数の部門に集中しており（図 2 参照）、強制労働のリスクは部門ごとに異なる。

特に太陽光発電のサプライチェーンはリスクに晒されている。ウイグル地域は世界のポリシリコン

生産において主要な役割を果たしており、UFLPA の施行が始まった頃、世界生産量の約 40～45％
を占めていたからである11。 同地域は世界の綿花の約 5 分の 1、中国の綿花の 90％を生産している

ため、綿花および繊維製品も同様に深刻なリスクを抱えている12 。 これは、原綿、糸、生地、ある

いは第三国で製造された衣類を通じて、強制労働のリスクが衣料品のサプライチェーンに侵入する

可能性があることを意味する13。 

 
9 Murphy and Tate, “Assessing the Impact.” 
10 OHCHR “Assessment of Human Rights Concerns”; Tsafos, “Addressing Forced Labor Concerns”; Zenz, “Coercive Labor”; U.S. 
Department of Homeland Security Office of Strategy, Policy, and Plans, “Strategy to Prevent the Importation of Goods Mined, 
Produced, or Manufactured with Forced Labor in the People’s Republic of China” (United States, 2022) 
https://www.dhs.gov/sites/default/files/2022-   06/22_0617_fletf_uflpa-strategy.pdf. 
11 Laura T. Murphy and Nyrola Elimä, “In Broad Daylight, Uyghur Forced Labor and Global Solar Supply Chains,” Sheffield Hallam 
University Helena Kennedy Centre for International Justice, January 24, 2022, https://shura.shu.ac.uk/29640/; Tsafos, “Addressing 
Forced Labor Concerns.” 
12 Murphy and Tate, “Assessing the Impact.” 
13 Xu et al., “Uyghurs for Sale: “Re-Education,” Forced Labor and Surveillance beyond Xinjiang;” ASPI, March 1, 2020, 
https://www.aspi.org.au/report/uyghurs-sale/;  Zenz, “Coercive Labor.” 
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図 1：2024 年の中国からの輸入品における強制労働リスクカテゴリー別内訳 

 

我々の分析によると、中国からの高リスク輸入品のうち、綿繊維製品とアパレルが最大の割合を占

めており、オーストラリアでは総額約 18 億 9000 万ドル、日本では 32 億 3000 万ドルに上る。繊維

製品はオーストラリアの高リスク輸入品の約 40％、日本のほぼ半分を占めており、これらの商品が

両市場に強制労働のリスクが流入する主要な経路となっている。  

ポリシリコンや太陽光発電用資材を含む太陽光関連製品が、2 番目に大きなカテゴリーを形成して

いる。オーストラリアの輸入額は約 8 億 2000 万ドル、日本は 17 億 3000 万ドルであった。日本の

リスク露出が高いのは、特に電子機器や再生可能エネルギーのサプライチェーンにおいて、上流の

製造プロセスに深く組み込まれているためであり、これらの分野では資材の追跡や検証がより困難

である。 

アルミニウムや化学化合物を含む工業用素材においても、さらなるリスクが存在する。総額は小さ

いものの、これらの部門は生産の上流段階に位置しており、強制労働のリスクがサプライチェーン

のより早い段階で組み込まれているため、トレーサビリティの確保がより困難となっている。日本

による高純度シリコンおよび関連投入材の輸入は、最終市場に到達するまでに複数の加工段階を経

る中間財に関して、リスクを特定することがいかに困難であるかをさらに浮き彫りにしている。  

日本とオーストラリアの双方において、総貿易額に占める高リスク輸入品の割合は横ばいである。

これは重要な点である。なぜなら、UFLPA は「反証を許す推定」と輸入制限を通じて、企業がウ

イグル地域に関連する商品を米国市場から排除するよう強いインセンティブを与えているからであ
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る14 。 反証を許す推定により、ウイグル地域で生産された、または同地域から調達された商品（全

部または一部）は、輸入業者が明確なサプライチェーンの証拠をもって反証できない限り、強制労

働によって製造されたものと推定される。もしこうしたインセンティブが世界的な調達慣行を変容

させているのであれば、他の主要市場においても高リスク輸入品は減少する可能性がある。  

 

図 2：2024 年の部門別高リスク輸入品の構成 

 

しかし、図 3 が示すように、日本およびオーストラリアへのアルミニウム輸入量は、長期にわたり

比較的安定している。 

日本とオーストラリアへの高リスク商品の輸入率が横ばいであることは、サプライチェーンの二極

化を示唆している。企業は米国市場向けにリスクの低いサプライチェーンを構築しつつ、同等の輸

入禁止措置がない管轄区域へは引き続きリスクの高い商品を流している可能性がある15 。不均一な

執行は、強制労働のリスクを排除するのではなく、そのリスクが現れる場所を移すだけである。 日
本やオーストラリアのような中規模経済国にとって、これは政策上のギャップを生み出す。すなわ

ち、米国の法執行によって米国市場における直接的なリスクが低減されたとしても、これらの国々

は依然として高リスクな輸入品に晒され続ける可能性がある16。 

 
14 U.S. Department of Homeland Security Office of Strategy, Policy, and Plans, “Strategy to Prevent;” U.S. Customs and Border 
Protection, “Uyghur Forced Labor Prevention Act Statistics,” (United States, 2024) 
https://www.cbp.gov/newsroom/stats/trade/uyghur-forced-labor-prevention-act-statistics. 
15 Murphy and Tate, “Assessing the Impact.” 
16 U.S. Department of Homeland Security Office of Strategy, Policy, and Plans, “Strategy to Prevent;” Marti Flacks and Madeleine 
Songy, “The Uyghur Forced Labor Prevention Act Goes into Effect,” Center for Strategic and International Studies, June 27, 2022, 
https://www.csis.org/analysis/uyghur-forced-labor-prevention-act-goes-effect; Human Rights Watch, “‘Break Their Lineage, Break 
Their Roots’ China’s Crimes against Humanity Targeting Uyghurs and Other Turkic Muslims,” April 19, 2021,      
https://www.hrw.org/report/2021/04/19/break-their-lineage-break-their-roots/chinas-crimes-against-humanity-targeting. 



8 
 

 

図 3：中国から日本、オーストラリア、米国へのアルミニウム輸入量（2016 年～2024 年） 

 

対照的に、米国では 2022年以降、より急激な減少が見られ、これは法執行による規制の影響と一致

している。短期的な変動、特に 2023年の落ち込みは明らかだが、日本とオーストラリアの輸入水準

は回復しており、グラフ（図 3）中の UFLPA 施行後の期間で強調されているように、おおむね施

行前の水準と一致したままである。 この相違は、調達行動を変える上で、具体的かつ執行可能な仕

組みが極めて重要であることを示唆している。UFLPA に基づく米国のように、国境で強制労働に

よる製品の輸入禁止措置が執行される場合、貿易の流れは より顕著に調整される。一方、本報告書

の後半で詳述するように、日本やオーストラリアのようにそのような仕組みが存在しない場合、リ

スク露出は依然として残存している。 

 

V.   オーストラリア：輸入規制を伴わない情報開示 

オーストラリアの「現代奴隷法」は、透明性を重視したアプローチを採用している。同法は、対象

となる企業に対し、サプライチェーンのリスクについて報告することを義務付けている。しかし、

人権デューディリジェンスや是正措置、あるいは強制労働に関連する商品の輸入制限を義務付けて

はいない。したがって、同法はビジネスと人権に関するアジェンダの「開示」の側面を反映してい

るものの、UNGPs（国連ビジネスと人権指導原則）や OECD ガイドラインに定められた、より広

範なデューディリジェンスの期待には応えられていない。 「現代奴隷法」は、年間売上高が 1 億オ

ーストラリアドル（約 7,050 万米ドル）を超える企業に対し、サプライチェーンのリスクと緩和策
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の報告を義務付けているが、罰則、輸入制限、あるいは調査権限は課していない17 。 政府の監督は、

市場アクセスを制限することよりも開示の改善に主眼を置いており、法執行は主に企業の行動と市

民団体の監視に委ねられている18。 

 

 

キャプション：豪ビクトリア港のコンテナ船と港湾クレーン。この港では、大規模な海運ネットワークを通じて、中

国のサプライチェーンから世界市場へと商品が輸送されている。 

 

実際には、こうした制約が枠組みの有効性を阻害している。オーストラリア・ウイグル・タングリ

タグ女性協会の会長ラミラ・チャニシェフが説明するように、「オーストラリアの『現代奴隷法』は

概して機能しておらず、 業界が自主的に透明性を確保し、その実態を開示することに依存している」

19 。 拘束力のある執行メカニズムが存在しないため、市民団体は代替的な法的手段に頼らざるを得

ない。これは、消費者保護法に基づき Kmart Australia に対して提起された 2025 年の訴訟が示す

通りである。 

オーストラリアの「現代奴隷法」は、強制労働による輸入禁止ではなく、情報開示の枠組みとして

制定された。同法は、大企業に対し、事業活動やサプライチェーンにおける現代奴隷制のリスクに

ついて報告することを義務付けている。しかし、同法は強制労働に関連する輸入を禁止したり、企

業にサプライヤーの変更を求めたり、適切なデューディリジェンスを実施しなかったことに対する

直接的な罰則を課したりはしていない20 。 「現代奴隷法」が輸入禁止ではなく情報開示に重点を置

 
17 Parliament of Australia, “Modern Slavery Act 2018” (Australia, 2018) https://www.legislation.gov.au/C2018A00153/latest/text; 
Australian Anti-Slavery Commissioner, “Recommendations to Strengthen Australia’s Modern Slavery Laws: Initial Position Paper” 
(Australia, 2026). 
18 Attorney-General’s Department, “Official Modern Slavery Act Guidance” (Australia, 2023), 
https://www.modernslavery.gov.au/guidance-training-resources/resources/official-modern-slavery-act-guidance. 
19 Ramila Chaisheff, email message to author, March 29, 2026. 
20 John McMillan, “Report of the Statutory Review of the Modern Slavery Act 2018 (Cth): The First Three Years,” (Attorney-General’s 
Department, Australia, 2023), https://www.ag.gov.au/sites/default/files/2023-
05/Report%20-%20Statutory%20Review%20of%20the%20Modern%20Slavery%20Act%202018.PDF; Attorney-General’s Department 
(Australia), “Official Modern Slavery Act Guidance.” 
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いていることは、構造的な制約を生み出している。つまり、企業は調達行動を変えることなく、リ

スクを報告するだけで法律を遵守できてしまう。そのため、学者や市民団体は、透明性に関する法

律には、人権デューディリジェンスの義務化や強制労働による製品の輸入禁止など、より強力な執

行手段を併せて導入すべきだと主張している21。 

 

VI.   日本：法的拘束力のない指針 

日本は形式においてオーストラリアとは異なるが、同様の執行上のギャップを抱えている。オース

トラリアは現代奴隷制に関する報告を義務付けているのに対し、日本は自主的なデューディリジェ

ンス指針を提供している。いずれの枠組みも、人権デューディリジェンスを義務づけるものではな

く、強制労働に関連する輸入を制限するものでもない22。 日本が 2022年に打ち出した「責任あるサ

プライチェーンにおける人権尊重に関する指針」は、正式な規制というよりは、国が支持するもの

の拘束力のない指針枠組みとして理解するのが適切だ23 。 日本の指針は、企業に対し人権リスクの

特定、防止、軽減を奨励しているが、法的義務や罰則、あるいは強制労働に関連する物品への国境

レベルでの制限を設けてはいない。  

 

キャプション：夕暮れの東京の産業港。ここでは、大量の海運ルートを通じて、繊維製品、電子機器、太陽光発電部

品、その他の製造品が地域のサプライチェーンを介して輸送されている。 

 

 
21Fiona McGaughey, “Justine Nolan and Martijn Boersma, Addressing Modern Slavery,” Journal of Industrial Relations 63, no. 1 
(2020): 100-101, https://journals.sagepub.com/doi/abs/10.1177/0022185620957471; Walk Free. “Overdue Diligence: Reforming 
Australia’s Modern Slavery Act,” February 17, 2026. https://cdn.walkfree.org/content/uploads/2026/02/17150535/GD432-
AUMSA_finalRGB.pdf; Australian Council of Trade Unions, “Consultation: Strengthening the Modern Slavery Act” (Australia, 2022). 
22 Inter-Ministerial Committee on Policy Promotion for the Implementation of Japan’s National Action Plan on Business and 
Human Rights, “Guidelines on Respecting Human Rights in Responsible Supply Chains” (Japan, 2022), 
https://www.meti.go.jp/policy/economy/business-jinken/guidelines/provisionalenglishtranslation.pdf. 
23 Ibid. 
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したがって、法的形態の執行メカニズムは存在せず、実施は企業の自主的な行動と評判への圧力に

委ねられている。このガイドラインは、政府の期待、投資家の監視、評判への圧力を通じて企業の

行動に影響を与える可能性があるが、実施は最終的には企業の自主的な取り組みに依存する。 

図 3では 2022 年以降、アルミニウムの輸入量がわずかに減少していることが示されているが、この

傾向を「ガイドラインが調達行動を変えた」という明確な証拠と解釈すべきではない。ガイドライ

ンは罰則、輸入制限、または強制的なトレーサビリティ要件を課していないため、輸入量の減少は

因果関係を示すというよりは示唆的なものと理解するのが妥当であり、より広範な市場状況、サプ

ライヤーの代替、価格変動、あるいは日中貿易におけるその他の変化を反映している可能性がある。 

オーストラリアと日本の事例は、強制労働のリスクに対処する上で、透明性や自主的なデューディ

リジェンスの枠組みには限界があることを示している。オーストラリアの「現代奴隷法」は開示法

として設計されており、対象企業に対し、自社の事業およびサプライチェーンにおける現代奴隷の

リスクについて報告することを義務付けている。 日本の 2022 年ガイドラインも同様に、国が支持

するものの拘束力のないデューディリジェンス・アプローチを反映しており、企業が国際基準に沿

って人権リスクを特定し軽減するよう奨励している。いずれの場合も、その目的は、直接的な輸入

制限ではなく、報告、ガイダンス、および評判による圧力を通じて企業の行動を形作ることにある。

いずれの枠組みも、 強制労働製品の輸入禁止として機能するものではなく、また、高リスク製品が

国内市場に流入する前に、企業がそれらが強制労働と無関係であることを証明することを要求する

ものでもない。 

その結果、情報開示や自主的なデューディリジェンスはリスクへの認識を高める一方で、依然とし

て高リスク商品がオーストラリアや日本に流入することを許容することになる。特に綿織物、太陽

光発電用資材、アルミニウムなどの分野において、オーストラリアや日本への高リスク輸入が後を

絶たないことは、独立した検証が制限されている、あるいは信頼性の低い地域がサプライチェーン

に組み込まれている場合、透明性や指針だけでは不十分であることを示唆している。 

 

VII.   国際基準と国内執行上のギャップ 

オーストラリアと日本はともに、主要な国際的なビジネスと人権に関する枠組みに正式に準拠して

いる。両国とも ILO の加盟国であり、国連「ビジネスと人権に関する指導原則」を支持し、OECD
の責任ある企業行動に関する枠組みに参加している。両国の国内における取り組みは、これらの枠

組みの一部、特に企業の透明性、リスク評価、人権デューディリジェンスを反映している。 オース

トラリアの「現代奴隷法」は、対象となる事業体に現代奴隷制のリスクに関する報告を義務付け、

デューディリジェンスおよび是正措置のプロセスを説明することを求めている。一方、日本の「ガ

イドライン」は、企業がサプライチェーン全体で人権デューディリジェンスを実施することを奨励

している24。 しかし、現時点では、いずれの国も人権デューディリジェンスを義務付ける法律や、

強制労働による製品の輸入禁止措置を定めていない。 

ILO の強制労働条約、国連ビジネスと人権指導原則（UNGPs）、OECD ガイドラインなどの国際的

な枠組みは、強制労働の防止およびサプライチェーンにおけるデューディリジェンスの実施につい

 
24 Japan, 2022, Australia, 2018 
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て明確な期待を定めている25 。全体としてこれらの枠組みは、強制労働の防止、企業のデューディ

リジェンスの実施、および被害を受けたコミュニティに対する救済措置の確保に関する期待を概説

している。 

ILO は、強制労働を「罰則の脅威の下で、自発的な同意なしに行われる労働」と定義しており、加

盟国に対し、法的および行政的措置を通じてそのような慣行を抑制し、根絶する義務を課している。 
1930 年の強制労働条約（第 29 号）は中核となる定義を規定し、各国に対し強制労働を禁止・抑止

することを求めている一方、1957 年の強制労働の廃止に関する条約（第 105 号） は、政治的強制

の手段、政治的見解に対する処罰、労働懲戒、または差別として用いられる労働を含め、国家によ

って課される強制労働を具体的に禁止している26。 2014 年の第 29 号条約の議定書は、政府に対し、

強制労働を禁止するだけでなく、執行メカニズム、労働監督制度、および被害者保護を通じて積極

的に防止するよう求めることで、これらの義務をさらに強化している。これらの基準は総合して、

人権侵害の特定、被害者の保護、および強制労働に関連する経済活動の制限において、国家が中心

的な役割を果たすことが明確に期待されていることを示している27。 

同様に、国連ビジネスと人権指導原則（UNGPs）は、3 つの柱――人権を保護する国家の義務、人

権を尊重する企業の責任、そして人権侵害の被害者が救済を求めることができること――を軸とした

枠組みを提示している28 。 UNGPs の下では、各国政府は、事業活動に関連する人権侵害を防止す

るための政策、法整備、および執行メカニズムを採用することが期待されている。企業には人権デ

ューディリジェンスを実施する責任があるが、この責任は、国家の規制に取って代わるものではな

く、それと並行して機能することを意図している。 

OECD の「多国籍企業ガイドライン」は、リスクを査定するアプローチを通じて、サプライチェー

ンにおけるデューディリジェンスに対するこの期待を裏付けている29 。 同ガイドラインは、企業に

対し、強制労働のリスクを含め、事業活動およびサプライチェーン全体において人権侵害を特定、

防止、軽減するよう促している。また、各国政府に対し、ガイドラインの普及を促進し、企業がガ

イドライン違反の疑いをかけられた際の調停を円滑に進めるため、国家連絡窓口（NCP）を設置す

ることを求めている。しかし、これらの仕組みは、拘束力のある執行というよりは、対話や紛争解

決に主眼を置いている。 

オーストラリアの「現代奴隷法」は、対象となる企業に対し、事業活動およびサプライチェーンに

おける現代奴隷制のリスクについて報告することを義務付けている。とはいえ、同法は、企業に対

し、そうしたリスクを排除すること、義務的なデューディリジェンスを実施すること、あるいはオ

ーストラリア市場に入る前に商品が強制労働と無関係であることを証明することを求めてはいない。 

 
25International Labour Organization, “Forced Labor Convention, 1930 (No. 29),” 1930, 
https://www.ilo.org/dyn/normlex/en/f?p=NORMLEXPUB:12100:0::NO::P12100_ILO_CODE:C029; OECD, “OECD Guidelines for 
Multinational Enterprises, 2011 Edition,” 2011, https://www.oecd.org/en/publications/oecd-guidelines-for-multinational-
enterprises_9789264115415-en.html. 
26 International Labor Organization, “Abolition of Forced Labour Convention, 1957 (No. 105),” 1957, 
https://www.ilo.org/media/21031/download. 
27ILO, “Forced Labor Convention, 1930”; International Labor Organization, “Protocol of 2014 to the Forced Labor Convention, 
1930,” 2014, https://www.ilo.org/dyn/normlex/en/f?p=NORMLEXPUB:12100:0::NO::P12100_ILO_CODE:P029. 
28 OECD, “Guidelines 2011 Edition.” 
29 OECD, “OECD Guidelines for Multinational Enterprises on Responsible Business Conduct,” 2023, 
https://www.oecd.org/en/publications/oecd-guidelines-for-multinational-enterprises-on-responsible-business-conduct_81f92357-
en.html. 
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日本の 2022年の人権サプライチェーン指針は、企業の責任ある行動に対する期待を明確にしている

が、強制力のある法律ではなく、あくまで拘束力のない指針にとどまっている。これらのアプロー

チは、国際基準が、法的拘束力のある強制措置を伴うことなく、いかにして国内政策を形成し得る

かを示している。 

これにより、国際的な公約と国内の執行能力との間にギャップが生じている。ILO の強制労働に関

する枠組みは、法律、執行、労働監督、および協力を通じて強制労働を防止する国家の役割を強調

している一方、UNGPs は、効果的な政策、立法、規制、および裁定を通じて、企業に関連する人

権侵害から保護するよう各国に求めている30。 OECD ガイドラインもまた、企業に対しリスクベー

スのデューディリジェンスの実施を期待しているが、そのようなデューディリジェンスは、明確な

法的義務と国家による執行によって支えられて初めて最も効果を発揮する31。 

オーストラリアや日本では、強制労働のリスクを特定し管理する責任は主に企業に課されているが、

企業には高リスク地域における労働条件を検証するために必要な独立性、影響力、あるいはアクセ

スが欠けている場合が多い。これは特にウイグル地域において問題であり、同地域では監視、労働

力移動プログラム、および独立した調査への制限により、信頼性の高い監査が困難になっている。 
問題は、オーストラリアの「現代奴隷法」や日本の「ガイドライン」が本来の目的を果たせていな

いことではない。むしろ、これらのツールには、サプライチェーンにおけるウイグル人の強制労働

に対処するために必要な法的仕組みが伴っていないことが問題である。 

その結果、両国とも国際的な人権規範を形式的には支持しているものの、その公約を効果的に履行

するために必要な国内の手段を欠いている。人権デューディリジェンスの義務化、国家主導の調査

権限、検証要件、あるいは強制労働による製品の輸入禁止措置がなければ、問題を認識しつつもそ

れを阻止する仕組みを欠いている市場に、高リスクな商品が流入し続けることになる。 

 

VIII.   ソフト・ローの枠組みが説明責任をどのように制限するか 

なぜ高リスクの輸入品がオーストラリアや日本に流入し続けているのかを理解するには、貿易デー

タや正式な法的権限を検証するだけでは不十分である。各国の強制労働ガバナンスの枠組みにおけ

る表現も重要である。この表現は、各政府がどのように責任を割り当て、国家の役割を定義し、強

制労働を法執行上の問題として扱うか、あるいは企業のリスク管理上の問題として扱うかを示して

いる。 法律、政策指針、法学論評、アドボカシー報告書、メディア報道に対する批判的言説分析

（CDA）によると、両国とも強制労働の リスクを、主に企業の情報開示と自主的なリスク管理の問

題として位置付けていることがわかる。「報告」「開示」「指針」「奨励」「デューディリジェンス」と

いった用語が、政策用語として支配的である。 対照的に、「禁止」、「罰則」、「責任」、「差し押さえ」、

「輸入制限」といった法執行志向の用語は、はるかに少ない頻度でしか登場しない。この言葉遣い

は、より広範なガバナンスモデルを反映している。すなわち、リスクを特定し管理する責任は企業

 
30 International Labor Organization, “Protocol of 2014”; Office of the United Nations High Commissioner for Human Rights, 
“Guiding Principles on Business and Human Rights: Implementing the United Nations ‘Protect, Respect and Remedy’ Framework,” 
2012, https://www.ohchr.org/en/publications/reference-publications/guiding-principles-business-and-human-rights. 
31 OECD, “Guidelines for Multinational Enterprises.” 
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に課され、一方で国家は、高リスクな商品が市場に流入するのを阻止するための限定的な権限のみ

を保持している。 

オーストラリアでは、2018 年の現代奴隷法に関する議論は、報告と開示を中心に展開されている。

オーストラリア・ウイグル・タングリタグ女性協会の会長、ラミラ・チャニシェフが説明するよう

に、「オーストラリアの現代奴隷法は、ほとんど機能しておらず、業界が自主的に透明性を確保し、

その実態を開示することに依存している」32。 

 

キャプション：2 月に日本ウイグル協会、世界ウイグル会議、台湾民主基金会が共催した国際シンポジウム「中国の

民族区域自治制度とウイグル人ジェノサイドの実態」に集まった参加者たち。東トルキスタンにおける国家による弾

圧や人権侵害に対する国際的な懸念が浮き彫りになった。写真提供：日本ウイグル協会 

 

日本のサプライチェーン枠組みも同様に説明されるが、開示法ではなく指針という形をとっている。

法的・政策的な分析では、日本の2022年「責任あるサプライチェーンにおける人権尊重に関するガ

イドライン」は、企業に対し人権デューディリジェンスの実施を奨励するものの、法的罰則や輸入

制限を設けておらず、拘束力のない 指針であると一般的に説明されている。この指針は、リスクの

特定と管理の責任を企業に負わせつつ、違反の調査や高リスク商品の規制を行うための手段を国家

には限定的にしか与えていない。 

この議論は、本報告書の冒頭で指摘された貿易パターンを説明する一助となる。オーストラリアの

情報開示枠組みや日本のガイダンスモデルは、本来の目的を果たせていないわけではない。これら

は、報告、リスク意識の向上、および企業の自主的なデューディリジェンスを促進するために設計

 
32 Ramila Chaisheff, email message to author, March 29, 2026. 
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されたものである。問題は、これらの手段が執行メカニズムの十分な代替手段になっていない点に

ある。 

CDA と貿易データは、同じ結論を示している。すなわち、オーストラリアと日本は強制労働のリス

クを公式に認識しているものの、両国の国内制度における対応は、主に企業の報告と自主的なコン

プライアンスに依拠している。違反行為を調査し、信頼できる検証を義務付け、あるいは高リスク

な輸入を阻止するためのより強力な仕組みがなければ、国際的な人権基準を支持する市場であって

も、サプライチェーンに強制労働のリスクが内在し続ける可能性がある。 

 

IX.   中規模経済国に執行可能な基準が必要な理由 

オーストラリアと日本の実態は、強制労働のガバナンスにおける、より広範な課題を浮き彫りにし

ている。国際基準は政府や企業に対する期待を明確にする一助となるが、それらが強制力のある国

内法に転換されない限り、高リスクな商品が国内市場に流入するのを防ぐことはできない。オース

トラリアと日本は、国際的な人権規範に形式的に準拠し、企業のデューディリジェンスを推進して

いる。しかし、いずれの国も、輸入前に高リスクな商品に強制労働が関与していないことを企業が

証明することを義務付けていない。 

本報告書で特定された貿易の傾向は、強制労働のリスクが国家によって課された労働制度と結びつ

いている場合、情報開示や自主的なデューディリジェンスだけでは不十分であることを示唆してい

る。オーストラリアの「現代奴隷法」と日本の 2022年「ガイドライン」は、報告、リスクの特定、

および責任ある事業活動を促進することを目的として策定された。これらは市場アクセスを制限す

るようには設計されておらず、その結果、意識向上にはつながるものの、高リスク商品の国内市場

への流入を防ぐことはできない可能性がある。 

米国の UFLPA は、輸入業者の証拠提示を市場へのアクセスの条件とすることで、このギャップを

埋める一つのモデルを提供している33 。しかし、一方的な執行だけでは不十分である。一部の市場

のみが 強制労働に関連する商品の流通を制限している場合、企業は高リスク商品を規制が緩い管轄

区域へと迂回させることができる。これが中規模経済国が直面する主なリスクである。同等の輸入

禁止措置、トレーサビリティ要件、および税関による執行がなければ、国際貿易における強制労働

のリスクは排除されず、単に再配分されるだけである。 

このリスクは、強制労働が国家主導の生産に組み込まれているウイグル地域で最も深刻となってい

る。2017 年以降、当局は推定 150 万人のウイグル人やその他のテュルク系民族を拘束しており、一

方で労働力移動プログラムを通じて、ウイグル人労働者が中国全土の工場や農場に送り込まれてい

る34 。これらのプログラムは強制と監視の下で運営されており、労働搾取は国家統制の広範なシス

 
33 U.S. Department of Homeland Security Office of Strategy, Policy, and Plans, “Strategy to Prevent;” U.S. Customs and Border 
Protection, “Uyghur Forced Labor Prevention Act Statistics.” 
34 Ellie Bacon, “The Link between Trade and Human Rights: Combating Human Rights Abuses in Xinjiang,” Georgetown Law 
Journal, Vol. 112:1205 (2024),  
https://www.law.georgetown.edu/georgetown-law 
journal/wpcontent/uploads/sites/26/2024/09/Bacon_TradeAndHumanRightsAbuses.pdf; 
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テムと切り離せないものとなっている35 。 この地域が綿花、繊維、ポリシリコン、農業のサプライ

チェーンにおいて果たす役割を考えると、北米、欧州、アジアの企業や消費者は、依然として強制

労働のリスクと実質的に結びついていることになる36。  

Kmart の事例は、コンプライアンスと説明責任の間の隔たりを浮き彫りにしている。問題は、

Kmart がオーストラリアの「現代奴隷法」に基づき強制労働のリスクを開示したにもかかわらず、

政府が対応しなかったことではない。むしろ、外部の関係者から、ウイグル人の強制労働との関連

性について懸念が提起された。とはいえ、オーストラリアには、リスクの高い商品が国内市場に流

入したり販売されたりすることを阻止できるような、強制労働関連商品の輸入禁止措置が欠けてい

る。そのような法的環境下において、AUTWA は、情報へのアクセスと説明責任を求める間接的な

手段として、消費者法や誤解を招く行為の申し立てに頼らざるを得なかった。 

これは、本報告書の中心的な主張を裏付けるものである。すなわち、オーストラリアの「現代奴隷

法」と日本の 2022年「ガイドライン」は、本来の目的を果たしているかもしれないが、これらはウ

イグル人の強制労働に関連する商品の輸入を防止するようには設計されていない。 そのため、ウイ

グル人は国家によって課された強制労働にさらされ、ウイグル人コミュニティや家族の分離が続き、

ウイグル文化や社会に対する弾圧も依然として続いている。両国とも、この問題に直接対処する法

的手段を必要としている。強制労働による製品の輸入禁止、義務を伴うトレーサビリティ、税関に

よる執行、そして な国際的な協調行動がなければ、強制労働のリスクは、執行体制が脆弱な市場へ

と移り続けていくことになる。 

 

X.   強制労働防止の執行格差を解消するための提言 

1. UFLPA をモデルとした強制労働製品の輸入禁止措置の導入 
オーストラリア、日本、およびその他の中規模経済国は信頼できるサプライチェーンの証明

を市場参入の条件とする、強制労働製品の輸入禁止措置を導入すべきである。UFLPA と同

様に、これらの法律は、商品が国内市場に入る前に、強制労働と関連していないことを証明

する責任を輸入業者に負わせるものであるべきだ。また、輸入禁止措置は、特に、国家によ

る強制労働が証明されている高リスク地域や部門、すなわち綿織物、太陽光発電用資材、ア

ルミニウム、その他の工業製品に適用されるべきである。 

2. 輸入禁止措置にトレーサビリティ、税関の権限、および義務的なデューディリジェンスを

組み合わせる 
輸入禁止措置が有効となるのは、政府が税関当局に、その執行に必要な権限、資源、および

データを提供した場合に限られる。オーストラリアと日本は、輸入業者に対し、サプライチ

ェーンのマッピング、上流の投入品の記録、および高リスク商品に関する信頼できる証拠の

提出を義務付けるべきだ。これらの規則は、商品が国境に到達する前に企業が強制労働のリ

 
Human Rights Watch, “Eradicating Ideological Viruses”; Henryk Szadziewski, “The Push for a Uyghur Human Rights Policy Act in 
the United States: Recent Developments in Uyghur Activism,” Asian Ethnicity 21, no. 2 (2020): 1–12, 
https://doi.org/10.1080/14631369.2019.1605497. 
35 Bacon, “Link between Trade and Human Rights”; Zenz 2021. 
36 Bacon, “Link between Trade and Human Rights;” Murphy and Tate, “Assessing the Impact.” 
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スクを特定、防止、対処できるよう、義務的な人権デューディリジェンスと組み合わせるべ

きである。 

3. 主要市場および中規模市場間での執行の調整 
一方的な措置は、ある市場でのリスクを低減させる一方で、高リスク商品を他の市場へシフ

トさせる可能性がある。米国、欧州連合（EU）、オーストラリア、日本、およびその他のパ

ートナー国は、税関データの共有、共通のリスク指標、公的機関によるリスト、ならびに高

リスク分野や地域に対する協調的なアプローチを通じて、執行努力を整合させるべきである。

これにより、企業が管轄区域を越えて商品を迂回させる機会が減り、強制労働のリスクが規

制の緩い市場を通じて拡散するのを防止することに役立つ。 ウイグル地域における強制労

働を終わらせるための連合、および人身売買法務センターは、輸入禁止措置の執行を強化し、

ある市場から排除された商品が別の市場に転用されるのを防ぐための協調的な行動の必要性

を強調している37。 

 

4. 市民団体や被害コミュニティの執行活動への正式な参画 
市民団体は、政府が行動を起こす前にリスクを特定することが多い。Kmart の事例は、オ

ーストラリア・ウイグル・タングリタグ女性協会のような団体がサプライチェーン上の懸念

を明らかにできることを示した。だが一方で、法的手段が限られているために被害コミュニ

ティが説明責任を求めるのに間接的な手段に頼らざるを得ない実態も示している。政府は、

内部告発者の保護を強化し、証拠共有の仕組みを確立するとともに、調査を開始したり、高

リスクな輸入品に異議を申し立てたりするためのより明確な法的手段を被害コミュニティに

対し提供すべきである。 

 

XI.   方法論 

本報告書は、オーストラリアと日本の強制労働への露出状況を評価するために、混合手法を採用し

ている。この方法論では、HS-6 貿易データ分析と批判的言説分析を組み合わせ、各市場にどのよう

な商品が流入しているか、また各国が政策上の問題をどのように位置づけているかを比較している。 

貿易データ分析では、手作業による HS-6 分類表を用いて、中国からの 2024 年の国連コムトレード

輸入品目を、アルミニウム、綿製アパレル・繊維製品、苛性ソーダ、太陽光発電関連製品の 4 つの

高リスク分野に分類した。 アルミニウムは第 76 章の製品を用いてコード化され、綿製アパレルお

よび繊維製品は第 61 章、第 62章、第 63章から選定された商品を用いてコード化された。苛性ソー

ダは HS 281511 および HS 281512 の下でコード化された。 太陽光発電関連は、HS 280461、
280469、381800、854141、854142、854143、および 854149 を用いてコード化され、シリコン、

添加された化学物質、半導体デバイス、太陽電池セル、太陽電池モジュール、およびLEDを網羅し

 
37 Uyghur Human Rights Project, “Global Coalition Calls on Companies Not to Dump Forced Labor-Made Goods in Non-US Markets,” 
June 21, 2022, https://uhrp.org/statement/global-coalition-calls-on-companies-not-to-dump-forced-labour-made-goods-in-non-
us-markets/; Human Trafficking Legal Center, “Civil Society Groups Urge Global Adoption of Import Bans Against Products Made 
Using Forced Labour,” December 11, 2023, https://htlegalcenter.org/wp-content/uploads/December-11-CSO-Statement-on-Import-
Bans-Against-Forced-Labour.pdf; Human Trafficking Legal Center, “Tariff Act Advocates Group (TAAG) Policy Memo on Import 
Bans,” January 2025, https://htlegalcenter.org/sdm_downloads/taag-policy-memo-on-import-bans/. 



18 
 

た。 各 HS-6 行は部門およびサブカテゴリーに割り当てられ、その後 Excel のピボットテーブルで

国、部門、製品グループごとに集計された。これにより、オーストラリアと日本における部門別の

露出リスクの総額が算出され、中国からオーストラリアへの高リスク輸入額は約 48 億 2000 万ドル

（約 7,771 億円）、日本への輸入額は約 67 億 1000 万ドル（約１兆 820 億円）であることが示され

た。 

批判的言説分析（CDA）では、オーストラリアと日本で強制労働のガバナンスがどのように議論さ

れているかを検証した。手作業でコーディングされた Excel データベースでは、情報源をタイトル、

著者、日付、対象国、情報源の種類、視点、立場、主要な引用、キーワードごとに整理した。CDA
のデータセットには計 17 の情報源が含まれており、そのうち 7 は日本に、10 はオーストラリアに

焦点を当てたものであった。情報源には、法的概要、政府声明、アドボカシー報告書、プレスリリ

ース、論説、ニュース報道などが含まれている。 各資料は、視点（例：法的分析、主要法令、ニュ

ース記事、市民団体報告書）およびスタンス（例： 中立、批判的）ごとにコーディングされた。こ

のコーディングにより、強制労働のリスクが、報告、ガイダンス、デューディリジェンスといった

透明性に基づく表現として捉えられているか、あるいは罰則、輸入制限、法的責任といった執行に

基づく表現として捉えられているかを比較することが可能となった。
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XII. 付録：批判的言説分析のソースデータセット 

国 出典 情報源の種類 

日本 「ビジネスと人権に関する日本国家行動計画の実施に向けた政策推進

に関する省庁間委員会」、『責任あるサプライチェーンにおける人権尊

重に関するガイドライン』（日本、2022 年）。 

主要法令 

日本 笠井哲平、「日本はウイグル人の強制労働に対抗する規制を導入すべき

だ」、ヒューマン・ライツ・ウォッチ、2026 年 2 月 27 日。 
 

市民団体報告

書 

日本 米国通商代表部、「米国と日本、サプライチェーンにおける人権と国際

労働基準の推進に向けたタスクフォースを発足」、2023 年 1 月 6 日。 
政府の政策文

書 
日本 朝日新聞、「日米タスクフォース、サプライチェーンにおける強制労働

問題に取り組む」、2023 年 1 月 7 日。 
ニュース記事 

日本 Ri, Airin、および Anasuya Syam、「サプライチェーンにおける強制労

働問題に日本が取り組むべき時」、『The Diplomat』、2022年4月9日。 
市民団体報告

書 
日本 齋藤浩一、清水渡、横井秀、田中愛、倉野舞、「日本：法と実務」、

『Business & Human Rights 2025』、チェンバース・アンド・パート

ナーズ、2025 年 6 月 12 日。 

法的分析 

日本 梅津秀明、ロイ・アキ・タナカ、三好有恒、塚田千尋、「日本：動向と

進展」、『Business & Human Rights 2025』、チェンバーズ・アンド・

パートナーズ、2025 年 6 月 12 日。 

法的分析 

豪州 オーストラリア議会、「2018 年現代奴隷法」（オーストラリア、2018
年）。 

主要法令 

豪州 法務省、「現代奴隷法に関する公式ガイダンス」（オーストラリア、

2023 年）。 
政府の政策文

書 
豪州 ジョン・マクミラン、「2018 年現代奴隷法（連邦）の法定見直し報告

書：最初の 3 年間」（法務省、オーストラリア、2023 年）。 
政府の政策文

書 
豪州 オーストラリア反奴隷制委員、「オーストラリアの現代奴隷制関連法を

強化するための提言：初期の立場表明書」（オーストラリア、2026
年）。 

政府の政策文

書 

豪州 オーストラリア労働組合評議会、「2018 年オーストラリア現代奴隷法

の見直し」（オーストラリア、2022 年）。 
機関による意

見書 
豪州 オーストラリア人権委員会、「オーストラリアの『2018 年現代奴隷

法』に関するレビュー」（オーストラリア、2022 年）。 
機関による意

見書 
豪州 Walk Free、「オーストラリアは強制労働のリスクがある輸入品に数十

億を費やしており、緊急の法改正を求める声が高まっている」、2026年
2 月 3 日。 

市民団体によ

る報告書 

豪州 Walk Free、「遅ればせながらのデューディリジェンス：オーストラリ

アの『現代奴隷法』の改革」、2026 年 2 月 17 日。 
市民団体報告

書 
豪州 ディンショー、フレイヤ、「Kmart に対する法的措置が提起された」、

人権法センター、2025 年 8 月 5 日。 
市民団体報告

書 
豪州 ドハティ、ベン。2025 年。「ウイグル人の強制労働との関連が疑わ

れ、米国がブラックリストに載せた企業から数千件の輸入品がオース

トラリアに流入している」、『ガーディアン』、2025 年 1 月 20 日。 

ニュース記事 
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ウイグル人権プロジェクトについて  

ウイグル人権プロジェクト（UHRP）は、調査に基づくアドボカシー活動を通じて、ウイグル人の

権利を擁護している。当団体は、国際人権基準に基づき、ウイグル人の市民的、政治的、社会的、

文化的、経済的権利を守るため、英語と中国語で報告書や分析を公表している。  

 

著者について  

イライジャ・ポッケル＝ウィルソンは、ウイグル人権プロジェクト（UHRP）の研究員である。同

プロジェクトでは、グローバルなサプライチェーンにおける強制労働のリスク、国際貿易の流れ、

および綿織物、太陽光発電用資材、アルミニウム、農産物などの高リスク分野に焦点を当てた研究

を行っている。UHRP での執筆活動は『The Trail』誌にも掲載されており、同誌では国際政治経済、

貿易、ウイグルの人権問題を、地域レベルでの公的議論と結びつけている。 彼は最近、ピュージェ

ット・サウンド大学を卒業し、国際政治経済学を専攻、数学を副専攻として経済学の理学士号を取

得した。彼の学術研究は、国際貿易、グローバル・ガバナンス、データに基づく人権政策を扱って

いる。 
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